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基準は20ミリ
計画的避難区域＝強制避難
特定避難勧奨地点＝避難する
かどうかは選択できる

賠償の対象

現在のところ、避難に関する賠償
は支払われていない

• 避難費用（交通費、引っ越し代、宿泊費など）
• 避難が理由の生命・身体的損害
• 検査費用
• 精神的損害 など

現在の避難区域



土壌汚染 セシウム
137（kBq/m2） 被ばく量

特別規制ゾーン 1480以上

移住の義務ゾーン 555以上 5ミリシーベルト以上

移住の権利地域 185～555 1ミリシーベルト以上

徹底的なモニタリ
ングゾーン

37～185 0.5～1ミリシーベルト

チェルノブイリの避難区域の設定

出典：Vladimir P. MATSKO and Tetsuji IMANAKA(1997)：Legislation and Research Activity 
in Belarus about the Radiological Consequences of the Chernobyl Accident: Historical 
Review and Present Situationおよび2011年8月20日、イリーナ・ラブンスカ／グリーン
ピース・エクセター研究所主任研究員講演より作成

日本の場合、計画的避難区域（20ミリ
シーベルト以上）

日本の場合、特定避難勧奨地点（20ミリシーベルト以上）
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現在の避難区域

基準は20ミリ
計画的避難区域＝強制避難
特定避難勧奨地点＝避難する
かどうかは選択できる

賠償の対象

現在のところ、賠償の対象外

避難するかとどまるかは選択できる
補償の対象に

選択的避難区域を
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１mSv？



「避難をしたくても避難できない」福島の実情

なぜ「避難の権利」？
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避難を妨げている理由

はい いいえ どちらともいえない

自主避難に関するアンケート結果（2011年7月25日）
フクロウの会、国際環境NGO FoE Japan実施
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•当初から高い線量を示していたが、半年間放置
• 9月3日に説明会開催
•「3.1μSv（注）を超過する箇所がないことから特定避難
勧奨地点は指定せず」→しかし、文科省が実施した自
動車サーベイでは、3.1μSv以上の場所が多く見られ
ていた

•子ども・妊婦などがいる世帯についても同様
•市は、市民に対して除染への協力をもとめた
•多くの反発
注）屋外16時間、屋内8時間、屋内は野外の0.4倍の線量である
と仮定し、年20ミリシーベルトから導き出した屋外の線量。放射
線管理区域は、0.6μSvなので、その５倍以上となる

福島市大波地区で生じたこと
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市：避難は経済を縮小させる。除染を進めたい。住民も協力して
ほしい。

住民：

•「畑は４μを越える、畑で長い時間を過ごす人が多い。なぜ生活
の場である畑を測らないのか？」

•「線量が下がってから測っている。指定されないのは納得できな
い」

•「１ミリをもとに避難基準を設定すべきではないか」
•「子どもたちは既に内部被ばくをしている。すぐに避難させて欲し
い」

•「すべての子どもたちの避難に補償を出して欲しい」
•「山や畑の除染は不可能ではないか？」
•「除染でさらに被ばくさせられるのは納得できない」 9

結論ありきの住民説明会①



住民：万が一、将来ガンになったときに、東電は
補償してくれるのか？

東電：因果関係が証明できない場合は、補償し
ない。
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結論ありきの住民説明会②



11とはいえ、軒並み、放射線管理区域（0.6μSv／時以上）



文科省HPより

大波 自動車走行サーベイ結果

自動車サーベイでは指定基準を超える箇所があった



除染はどの程度、効果があるのか？
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大波地区放射能除染事業における大波小学校通学路の除染結果について（速報版）

測定高50cm 放射線量の低下11.8％
測定高１ｍ 放射線量の低下 6.7％



伊達市 南相馬市 福島市大波

勧奨地点
指定基準

3.2μSv/h
以上

3.0μSv/h
以上

3.1μSv/h
以上

子ども・
妊婦基準

2.7μSv/h
以上
で勧奨地点
指定

2.0μSv/h
（50cm）
以上で勧奨
地点指定

2.0μSv/h
以上
で除染

3μSv/時（放射線管理区域の５倍）の被ばくを許容

阪上武（フクロウの会）まとめ

福島市：子ども・妊婦の基準を設けず、
高い被ばくを許容



文科省HPより

渡利の場合・・・
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国による特定避難勧奨地点検討のた
めの詳細調査への疑問

• 渡利地区の全域を測定したものではない
• 除染直後の測定
• 屋外のみの測定
• 生活の実態に即したものではない
• 土壌汚染については考慮に入れず
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市民団体による放射能汚染調査
（空間線量と土壌汚染調査）

•福島老朽原発を考える会（フクロウの会）、FoE 
Japan（フレンズ・オブ・ジ・アース・ジャパン）が、神
戸大学の山内知也教授
（放射線エネルギー応用科学）に依頼
•9月14日に渡利地区の放射能汚染調査を実施
•空間線量と土壌汚染
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1m 50cm 1cm

① 側溝上 2.68 5.2 22.2

② 側溝上 2.40 5.5 23.6

小倉寺稲荷山（単位：μSv/h）

6/26の計測 1m 50cm 5cm

側溝上 2.2 3.0 7.7





1m 50cm 1cm

社入口 1.5 2.7 10.6

八幡神社（単位：μSv/h）





1m 50cm 1cm

⑥ 雨水枡 2.45 5.2 22.6

⑧通学路西側住宅
前

1.70 2.94 11.0

渡利小学校南側通学路（単位：μSv/h）





1m 50cm 1cm

① 駐車場 1.5 1.9 2.27

③ 水路 3.6 5.6 14.8

⑨-3 住宅庭 2.7 4.8 20

⑲-1 住宅庭 1.5 2.02 11.1

⑳-1 住宅庭 1.67 2.10 3.50

薬師町（単位：μSv/h）



さらに深刻な土壌汚染の実態･･･
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さらに深刻な土壌汚染の実態･･･

• 文科省測定…６月２９日福島市杉妻町（県庁）セシウム134＋137で
32,000Bq/kg＝640kBq/m2（換算係数20）チェルノブイリ事故では「移住の
義務」区域に相当。福島市大波でも最大37,000Bq/kg＝740kBq/m2（換
算係数20）で、同じく「移住の義務」区域(555 kBq/m2～)に相当。

• フクロウ＆FoE Japan&美浜の会／山内知也・神戸大学教授による測定（6
月26日）
…渡利・大波地区で約16,000Bq/kg～46,000Bq/kg＝320kBq/m2～
920kBq/m2（換算係数20）チェルノブイリ事故の「避難の権利」区域（185
～555 kBq/m2）～「避難の義務」区域(555 kBq/m2～)に相当する。

• フクロウ＆FoE Japan ／山内教授による測定（9月14日）
…渡利5箇所での計測～すべて「避難の義務」区域(555 kBq/m2～)以上、
４箇所で特別規制ゾーン（1,480 kBq/m2～）
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立ち上がった渡利の住民たち

10月5日（水）には市と国に要請書を
提出？

注目される10月８日（土）の
渡利・小倉寺の説明会
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「避難区域」外の住民はいま
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• 住民の流出を恐れ、避難を「タブー」視する自治体…
「除染」キャンペーンによって、住民をしばりつける

• 根拠のない安全神話…避難について議論することも
できず

• 半年も開かれなかった説明会…一方的に「避難勧奨
地点には指定せず」の通告

• 高い線量下で、不安をかかえた生活
…子どもも、妊婦も区別なし

• 除染への協力を求められるが、効果はでず
• 補償のあてはなし（自主避難も、将来の健康被害も…
）
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こうしている間にも
被ばくし続ける住民

国・自治体による犯罪行為
を見過ごしではならない

全国から、支援の声を！
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「避難の権利」の確立を
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調査結果を踏まえて私たちが求
めること



• 「しきい値なしの線形モデル＝これ以下であれば安全だとい
う基準がない」というのが多くの国際機関の公式見解（国際放
射線防護委員会（ICRP）、米国科学アカデミーなど）

低線量被ばくのリスク①
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• 米国科学アカデミー：５年間で１００ミリシーベルトの被ばくで約
１％の人が放射線に起因するがんになるとの報告

• 低線量被ばくの影響を示唆する疫学調査は数多く存在する
– トンデル論文：チェルノブイリ事故後、スウェーデン北部で114万人を対
象に、1988年～1996年のガン発症に関する大規模な疫学調査。低線
量の被ばく（最大でも年4mSv以下）においても全ガンの発生率が増加。
2万2409件のがんのうち、849件がチェルノブイリからの放射能汚染によ
るもの。がん全体の3.8%に相当。

– 15カ国の原発労働者調査：E Cardis, et. al., Risk of cancer after low 
doses of ionising radiation: retrospective cohort study in 15 countries, 
2005 : 
15か国40万人の原発労働者の調査により、低線量においても発がんリ
スクが増加。

低線量被ばくのリスク②
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評価（案）食品に含まれる放射性物質 ２０１１年７月
食品安全委員会放射性物質の食品健康影響評価に関するワーキンググループ



チェルノブイリ
福島

高汚染 中汚染 汚染なし

上皮
異形成

９７％ ８３％ ２７％

上皮内
ガン

６７％ ５９％ ０％

土壌
190～
1100

kBq/m2

19～
190

kBq/m2
－

100～
600

kBq/m2

尿
6.47
Bq/L

1.23
Bq/L

0.29
Bq/L
最大3.37 

Bq/L


